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はじめに（問題の所在と本稿の構成） 
本稿の目的は、市民社会のプレーヤーとしてもてはやされてきたボランティア、ないし
は「ボランティア」的なもの 1が市民社会という舞台から退場しつつある、という仁平典宏
（以下、仁平と略）のボランティア論（正確には＜贈与のパラドックス＞をめぐる議論）
を近著『ボランティアの誕生と終焉』をもとに読み解き、その議論を批判的に検討するこ
とである。 2 
一方でナイーブな称揚があり、他方でシニシズムに満ちた批判にさらされる、という二
極化した評価をされてきたボランティアが抱えているさまざまな矛盾を、精緻な理論的枠
組みと議論の積み重ねによって鮮やかに描き出した仁平の＜贈与のパラドックス＞論は、
ボランティア的なものに長年実践者として、また研究者としてかかわってきた筆者が抱え
てきた、ボランティアをめぐるジレンマをかなりの程度解決に導いてくれた論考である。
筆者のみならず、ボランティアや市民活動にかかわってきた人なら誰でも遭遇するジレン
マ、パラドックスの構造分析を精緻に行った論考は、これまでにない分析の視角を提供し
てくれるものでもある 3。  
しかしその精緻で複層的な議論展開の末の結論は意外にもシンプルであり、市民社会と
いう劇場のプレーヤーは 90 年代以降ボランティアから NPO にシフトし、ボランティアは
劇場から去りつつある、というものである。統治の側からの動員に回収されやすく、たや
すく称揚されるが冷笑の対象にも批判の対象にもなりやすい、というアンビバレントな性
格を持つボランティアは、実態はともかく言説としてはその主役の座を NPO 的なものに
明け渡しつつある、と仁平は分析する。そしてその分析から導き出された提案は、＜政治
＞への志向を持つことの勧めである。すなわち、ボランティアが楽しさや遊びの志向も失
わず、「非対称」になりがちな援助者／被援助者（あるいは健常者／障害者）の関係を「対
称」になるまで時間をかけて制度に働きかけ、「権利領域の拡張をめざす」ことが、＜贈与
のパラドックス＞の解決に有効だと控えめな提案がなされる (仁平 2011:431-438)。  
500 ページにも及ぶ本書の議論において、＜政治＞を回避しないことの重要性 4、90 年
代以降、ボランティア言説から＜政治＞が抜け落ちていったことの問題性が繰り返し、指
摘されており 5、結論において、いきなり＜政治＞を持ちだすことの違和感や唐突さを回避
しようとしていることは伺える。だが、知識社会学の意味論形式というフレームを用いて
議論を積み重ねてきた結末が＜政治＞への回帰、というのはいささか乱暴な結論のように
も思われる。とはいえ、そのような批判が提出されることは織り込み済みで、政治的にパ
ラドックス解決を図る、という解決策の提示によって、ボランティア論が回避してきた＜
政治＞をめぐる議論が活発に交わされることを仁平は期待しているのかもしれない。  
 とすれば、本稿において、その期待に応える 1 つの論考として、＜贈与のパラドック
ス＞解決のための努力の果てに主役の座を失ったボランティアをめぐる議論を読み解き、
改めて＜政治＞をおろそかにしない取り組みとはどのようなものなのか、検討することは
十分に意味あることだと思われる。  
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なお、仁平の言説分析の射程は明治後期から現在までという広範囲なものであるが、本
稿においては、特にボランティア論が大きく展開する 1970 年代以降の分析に焦点をあて
て考察する。  
議論の順序としては、まず仁平のボランティア論、すなわち＜贈与のパラドックス＞理
論全体がどのようなフレームワークで成り立っているのか、その図式を描き出すと共に、
フレームワークの構成要素の関係について確認する。  
次に「ボランティアの終焉」をめぐるストーリーを確認する。このストーリーとは、70
年代以降、ボランティア論が自己効用論的転回の末に＜贈与のパラドックス＞の回避に成
功したものの、そのプロセスにおいて＜政治＞や＜運動＞の要素は忌避され、その結果、
90 年代になってボランティアの意味論が融解し、市民社会のプレーヤーの交代劇につなが
った、というものである。  
ボランティア退場までのストーリーが明らかになったところで、方法論とボランティア
退場との関係性を検討する。筆者のようにボランティア言説にかかわり、また実体として
のボランティアが社会に根付くことをサポートするための方法論を研究してきた者が行っ
てきたこともまた、＜贈与のパラドックス＞回避の果てのボランティアというカテゴリー
の融解に連なるのではないか、という危惧を抱かざるを得ないからである。ボランティア
をサポートするための方法論――その理論と技術（ボランティアマネジメント）を輸入し、
それを翻訳、アレンジして現場に適用することを研究課題として、この 10 数年間取り組
んできた筆者にとっては、仁平の提示したシナリオは、これまで行ってきたことの省察を
せまるものであるように思われる。仁平は方法論や事例は分析の対象にはしていないが、
方法論を扱う側が自己評価のツールとして仁平の議論の枠組みを使うことは可能である。
これまで筆者はボランティア活動をサポートする方法論を構築してきた。しかしそのよう
なボランティアサポートの方法の構築は、＜贈与＞を＜交換＞にシフトすることを加速化
させ、ボランティア退場という地図の塗り替えに加担したのかもしれない。そのことへの
＜反対贈与＞として、今後＜贈与のパラドックス＞を引きうけて、政治的解決をめざすた
めの方法論を開発する、という形での貢献はできるのかもしれない。その詳細の検討は本
稿の射程を超えるため、別の機会に譲るとして、本稿においては方法論が＜贈与のパラド
ックス＞回避にどのような影響を与えたのか、その功罪をとらえておきたい。  
最後に本書から得られる含意について検討する。すなわち＜政治＞レベルで＜贈与のパ
ラドックス＞を解決せよ、という仁平のメッセージをどのように解釈すべきか、議論の枠
組みに陥穽はないのかを考察する。  
 
１． ＜贈与のパラドックス＞理論の見取り図 
はじめに、仁平が何を描こうとしているのかを全体の構図を明らかにしておきたい。＜
贈与のパラドックス＞理論のポイントはどこで、そこから得られる含意は何なのかについ
て検討するためには主要概念の理解と共に議論の構図の理解が欠かせないと考えるからで
ある。  
 
１－１．命題 
 近現代の「ボランティア」的な者の言説領域において、＜贈与のパラドックス＞を解決
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するための意味論形式はどのように変化していったのか、そしてその中で＜動員＞という
問題系とどう接続したのか、この命題を解き明かしていく、というのが本書の課題である。
（仁平 2011：14）しかし、この課題を課題として理解するには若干の解説が必要だろう。
仮説的に提示されている言説分析のための枠組みの理解がなければ議論を進められないか
らである。＜贈与のパラドックス＞という枠組み理解が特に肝要となる。  
そもそも仁平がこのようなテーマに取り組むことになったのは、90 年代以降、社会を席
巻するようになった参加型市民社会論への疑念があったからである（仁平 2005:17）。もて
はやされる市民社会 6に本当に可能性があるのか、あるとしても限界も存在するのではない
か、という疑念を彼は抱く。その疑念は、おそらく、参加型市民社会そのものや参加型市
民社会が行ってきた、ボランティア活動への市民の動員をめぐる批判――これを仁平は動
員モデルと命名――の言説の批判的検討から生まれたと思われる。市民社会の中心的カテ
ゴリーの 1 つとして期待されているボランティアは、動員モデル論者7からはネオリベラリ
ズム的秩序に奉仕する存在だ、すなわちボランティアはネオリベラリズム陣営による動員
に適合的な存在だとの烙印を押されるのだが、一方におけるそのようなボランティア批判、
すなわち参加型市民社会批判と他方における参加型市民社会の称揚の議論とがかみ合って
いないことを仁平は発見し、オルタナティブな枠組みで市民社会の限界、すなわち市民社
会をめぐる問題構造を解き明かしたいと考えたのである。  
 
１－２．特異なメカニズムを持つ（参加型）市民社会 
以上のような問題意識のもと、市民社会の可能性を検討する、という命題が提出される
のだが、注目したいのは、市民社会をめぐる言説がこれまで生み出してきた特異なメカニ
ズムである。その特異なメカニズムとは、市民社会概念をめぐって交わされてきた言説が、
忌避と魅惑というアンビバレントな感覚を同時に生み出すというものである。このメカニ
ズムを解き明かすために彼は＜贈与＞という概念 8を用意する。なぜ、このような特異なメ
カニズムが生み出されるのかを分析したときに、仁平は市民社会に埋め込まれた＜贈与＞
の存在を発見するのである。すなわち、新トクヴィル的参加型市民社会論における＜市民
社会＞概念には＜贈与＞が織り込まれており、そのことによって、称賛／忌避、肯定／否
定という両義的な言説が生み出されるのではないかと彼は仮定する。市民社会概念がはら
む両義的な感覚は、この概念の中核にある＜贈与＞によって説明がつく、というのがこの
仮説である。仁平は「他者のため」と外部から解釈される行為の表象を＜贈与＞と呼ぶが、
当事者が実際にその意図を有しているかどうかとは独立して、＜贈与＞というものは成立
してしまう、という点に注意が必要だという。つまり、＜贈与＞は与えるどころか、贈与
するふりをして何かを奪っていく（すなわち反贈与的になる）というマイナスの帰結を生
み出す。この形式を仁平は＜贈与のパラドックス＞と命名し、この意味論形式でボランテ
ィア言説の形式を読み解くことができるとする。ボランティアの言説においては、肯定と
否定、称揚と冷笑の言葉が双子のように現れるが、それもまた＜贈与のパラドックス＞の
なせる技なのである。この枠組みによって、動員モデルだけでは説明のつかない特異なメ
カニズムの解明が可能になる。  
動員モデルによる参加型市民社会やボランティアの批判では、市民が国家の政策や資本
に動員されていることの説明はなされるが、なぜそうなるのかが説明できない。 (仁平
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2011:3-4)また、実は 2000 年前後から見られる＜ボランティア＞の縮小の傾向が、動員モ
デルからは説明できない。近現代の日本において、ボランティアという言説は生まれ、も
てはやされ、そして棄却されたというのが仁平の導き出した結論であるが、動員モデルは
ボランティアの活性化は説明できても逆機能の説明はできにくい。そこには別の力が働い
ていると考えることは、的を得た批判だといえよう。ではその、別の力とは何なのか。そ
れが肯定／否定を同時に生み出すメカニズムとしての＜贈与のパラドックス＞なのである。  
この＜贈与のパラドックス＞の処理に奔走してきたのが戦後のボランティアをめぐる
言説の使命だったと仁平は考えるが、パラドックス処理が首尾よく行われた結果としてボ
ランティア活動はネオリベラリズムと親和的になり、果てはボランティアというカテゴリ
ー自体を融解させていったというシナリオを提示する。端的にいえば、気持ちの悪い贈与
を何とか等価のもの同士のやりとりとしての＜交換＞へと転換させるために、自己効用的
なボランティアや、ミクロな相互行為の称揚や、経営論的合理性などを追求することが行
われてきたのだが 9、その結果、権力の側に回収されやすい、すなわちネオリベラリズムと
適合的なボランティア、ないしは参加型市民社会になってしまった、ということである。
＜贈与＞を＜交換＞に転換することは、そのプロセスを概観すると、＜贈与のパラドック
ス＞処理が上首尾になされた戦後期から 70 年代までは「社会の民主化」に適した国家／
社会関係のあり方を問うこと 10を重視することで、＜贈与のパラドックス＞が回避されて
いたが、80 年代以降は社会の民主化要件が相対化する中で、自己効用型のボランティア活
動、すなわち自分のための、自分が楽しいボランティア活動への転換がはかられ、パラド
ックスは回避されるが同時にネオリベラリズムと適合的な状況が生み出されたのである。  
以上述べたように、＜贈与のパラドックス＞という枠組みの発見により、仁平の議論は
短絡的にネオリベラリズムと適合的なボランティアを批判するという図式を脱して、ボラ
ンティアを主要なプレーヤーとする参加型市民社会の持つ特異なメカニズム：すなわちも
てはやされるのに忌避される、という矛盾を抱えた構造を説明することに成功している。  
まとめておこう。＜贈与のパラドックス＞の処理は上首尾に行われた。しかしながら、
その 1 つの帰結としてボランティアはネオリベラリズムと適合的になり、＜政治＞への志
向を喪失し、やがては市民活動における主導的な地位をも失うことになった。このプロセ
スについては、次章で詳しく検討する。  
 
２．＜贈与のパラドックス＞回避の果てのボランティアの終焉 
＜贈与のパラドックス＞をいかに回避、すなわち脱パラドックス化するか。実体として
のボランティア支援においても、非実体的にボランティアをとらえた言説においても、こ
の問いに対応することが近現代の日本のボランティア言説及びボランティア活動の推進の
ロジックとなっていた。そしてその回避のための努力の帰結としてボランティアというカ
テゴリーの融解が始まった。これが仁平の議論を貫く仮説である。  
本章では、自己効用論が強調され、＜贈与のパラドックス＞を交換へ上首尾に接近させ
ることに成功した 1970 年代がボランティア終焉のプレリュードだったと捉え、70 年代以
降のボランティア論の展開がボランティアというカテゴリーを脆弱化させたプロセスを概
観する。  
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２－１．融解の始まり――ボランティア論の自己効用論的展開 
 仁平の分析では、1970 年代は国家によるボランティア政策が本格化すると同時に「ボラ
ンティア」言説も数多く生み出された時期である。特筆すべきは「自己効用論的」と名付
けられた、「生きがいとしてのボランティア」がこの時期から社会を席巻するようになった、
という認識である。自己効用論的ボランティアとは、厳密には「ボランティアの行為がそ
のまま行為者の利得を向上させるものであり、その波及効果として社会（一般他者）の利
得も向上させる」ボランティアのことだと規定されている（仁平 2011:294）。つまり、利
己の集積が他者の効用を生み出すという論理であり、教育の枠組みにおいてボランティア
を推進しようとする動きと親和的であった。当時、主婦や高齢者を対象にした生涯学習と
してのボランティア振興を行おうとする政策を推進していた文部省にとってはこの論理は
非常に好都合だったと考えられる。すなわち、生涯教育にあっては、被援助者は不在であ
り、簡単なロジックの操作で「共に学びあう関係」という対称的な関係像を構築しやすい。
対称的な関係とは＜交換＞が成立する関係であり、したがって、＜贈与のパラドックス＞
を回避することにつながる。このように、自己効用論的にボランティア論が展開されるこ
とで、＜贈与のパラドックス＞はミクロの行為論（すなわち個人レベルの行為論）のレベ
ルでは上首尾に解決されたといえる。  
 以上述べた自己効用を強調するボランティア論は、80 年代に入るとさらに強度を増し、
＜贈与＞から＜交換＞への意味論の変換だけでなく、制度論においても＜交換＞を志向す
る動きが顕著となり、統治の側に回収されやすいボランティアが言説としても実体として
も社会に広がることになる。ボランティアをすると自己実現や楽しさが得られる、という
ロジックは 80 年代を席巻したボランティア振興の常套句であったが、このようなミクロ
な行為論における効用＝報酬による＜交換＞への志向は、＜政治＞や＜運動＞を忌避する
ものであり、次節で述べるように、統治の側に都合の良いボランティアを実体としても言
説としても生み出すことになった。このようなボランティア論の自己効用論的転回が、ボ
ランティアの「終わりの始まり」プレリュードとなっていった、というのが仁平の解釈で
ある。  
 
２－２．脱政治的な基準によるパラドックス処理の果てのネオリベラリズムとの共振 
 90 年代以降は、上で述べた、＜贈与のパラドックス＞処理に際して、＜政治＞や＜運動
＞を忌避した＜交換＞を志向する傾向がますます強まり、結果として（参加型）市民活動
のプレーヤーがボランティアから NPO に交代し、その市民活動展開のロジックがネオリ
ベラリズムと極めて適合的となった、市民活動の 1 つの時代の終わりと次の時代の始まり
が同居する「転回」の時代を迎えている。以下、この状況を詳しくみていきたい。  
＜政治＞や＜運動＞を忌避した＜交換＞が志向されたことの背景には、90 年代のボラン
ティア言説に互酬性という思想財が登場したという事情がある。互酬性 11という思想を得
たボランティア論者は「ボランティア」という言葉に高い汎用性を配備することができる
ようになり、「有償」でも「楽しさ志向」でも「対価がはっきりあっても」なんでもボラン
ティアとして肯定できるようになった。このことによって＜交換＞に接近したボランティ
アは、＜贈与のパラドックス＞に悩む必要がなくなったのである。このように、ボランテ
ィアは適用可能性を高めたのだが同時に、「ボランタリーな領域」を示す言葉としてのボラ
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ンティアには退場宣言がなされ、別の言葉＝NPO がプレーヤーとして認知されることにな
った。  
上で述べたように、90 年代後半以降、市民社会の議論のプレーヤーがボランティアから
NPO に交代したことは、参加型市民社会が＜経営的合理性＞に主導される＜政府／市場／
市民社会＞の不分明地帯 12に位置付けられた結果、＜政治＞に接続する可能性のある回路
が切断されたことを意味する。その結果、＜運動＞の要素も忌避された。  
以上述べたような状況で、ボランティアが退場し、代わって NPO 言説が登場した。そ
のプロセスにおいて＜政治＞や＜運動＞が忌避されたことの問題と、ネオリベラリズムと
の関係性はどのように説明できるのだろうか。これまで述べたように自己効用の論理で、
あるいはミクロな行為論で、経営論的合理性を追求して＜交換＞を志向したことは、脱政
治的な基準でのみで＜贈与のパラドックス＞を解決しようとしたことになる。このような
パラドックス解決が、国家によるネオリベラリズム的動員と適合的になったのである。  
このロジックの説明には別の枠組みが必要になる。その枠組みとして仁平はもう 1 つの
言説分析の枠組みとしての「社会の民主化要件」を用意する。これが＜贈与のパラドック
ス＞の回避を考える際のもう 1 つの枠組みとして仁平が提示したものである。「社会の民
主化要件」とは、日本において、戦後のボランティア言説の論者たちが、贈与を脱するた
めのさまざまな議論をしてきた際に、重視してきた評価軸である。すなわち、＜贈与のパ
ラドックス＞を脱するために、２つの「社会の民主化要件」が適切に扱われてきたかが問
われてきた。民主化要件①は国家に対する社会の自律について問うものであり、民主化要
件②は国家による社会権の保障がなされているかを問うものである。ネオリベラリズム論
者はこのうち１つの要件しか参照していないことを仁平は問題視する。  
 仁平は、90 年代以降、参加型市民社会論を主導した人々にネオリベラリズムの匂いを嗅
ぐのだが 13、彼らが民主化要件②、すなわち国家が社会権の保障をすることについては議
論せず、①のみ、すなわち NPO の側が自律して対等な関係を持っているという議論でも
って、一方で NPO が下請け化していないことを警戒するポイントとして重視しているこ
と、しかし他方で活動の社会的・政治的帰結を批判的に省察することができなくなってい
ることを問題視する。このことは、言い換えれば、民主化要件が①協働論・経営論の地平
でのみ議論されており、敵対性や政治性が問われなくなっていることを意味する。「非営利」
や「公益」という言葉を重用し、「新しい公共」を作ることを喧伝する 90 年代以降の市民
社会論者の以上のような思考回路はネオリベラリズムのそれと同じだとして仁平は批判す
るのである。  
以上の検討から導き出されることは、＜政治＞を問わず、協働の成立や合理的な経営ば
かりを問い返す＜贈与のパラドックス＞処理、という思考回路はネオリベラリズムと適合
的だ、ということである。言い換えれば、市民社会の自律を国家が脅かすことに敏感にな
り、国家との対等な関係を樹立できたとして、それが抗議や運動が封じ込められた上での
関係では意味がないのではないか、ということである。  
 
３．方法論との関係 
 １と２において、市民社会論の高まり、ブームの中で、ボランティアが主役の座を降り
た状況を議論してきた。仁平によれば、それは関係者の、ボランティアに含まれる＜贈与
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＞的特性を限りなく＜交換＞へと近づける努力の果ての帰結であった。その関係者の中に
は当然、実体としてのボランティア活動にかかわった実践者や実践をサポートする関係者、
すなわちボランティアの方法論にかかわる人々も含まれるだろう。彼らは＜交換＞にどの
ように貢献したのだろうか。 
 
３－１．なぜ方法論をとりあげるのか 
ボランティアを実践、支援する方法論として、本章では＜ボランティアコーディネーシ
ョン＞、＜ボランティアマネジメント＞を取り上げ、それが日本において、＜贈与のパラ
ドックス＞にどのような影響を与えたのかを論じる。仁平が議論の射程外としているボラ
ンティアをめぐる方法論を取り上げるのは、特に、＜ボランティアマネジメント＞という
方法論を米国から輸入したことが＜贈与のパラドックス＞処理に影響を与えたと考えるか
らである。端的にいえば、＜ボランティアマネジメント＞は自己効用の論理と親和的であ
り、結果として＜贈与のパラドックス＞処理に寄与したが、それがボランティアの「終わ
りの始まり」につながったのではないか、と考えるからである。以下、この問いについて
検討する。  
 
３－２．コーディネーションとマネジメント 
まず確認しておきたいことは、＜贈与のパラドックス＞処理に貢献したのは＜ボランテ
ィアマネジメント＞であって＜ボランティアコーディネーション＞ではなかったという点
である。  
＜ボランティアマネジメント＞と＜ボランティアコーディネーション＞は、＜ボランテ
ィアマネジメント＞の輸入元の米国ではほぼ同義ものとして捉えられているが 14、日本に
おいては、＜ボランティアマネジメント＞は＜ボランティアコーディネーション＞の一部
の要素であると認識されている。すなわち、＜ボランティアマネジメント＞はボランティ
アが活動する組織や場で「いかにボランティアを受け入れるか、協働するか」の部分限定
の方法論であり、＜ボランティアコーディネーション＞はボランティアとの協働のあり方
すべてにかかわる方法論だとの認識である（筒井 2012：6）。さらには、＜ボランティア
コーディネーション＞には方法論だけではなく、規範論、運動論の要素も含まれるとされ
る（筒井 2012：7）。ボランティアコーディネーション論の概念構築を行ってきたのは、
日本で初めてボランティアコーディネーターの研修事業を手がけ、現在に至るまで継続し
て専門職としてのボランティアコーディネーター養成講座を実施してきた大阪ボランティ
ア協会であり 15、協会と深くかかわってきた筒井のり子である。筒井の著した『ボランテ
ィアコーディネーター：その理論と実際』は、初めてボランティアコーディネーションと
いう方法論を体系化した理論書、実践書であり、今もなお読み継がれている。また、大阪
ボランティア協会の早瀬昇との共著である近著『市民社会の創造とボランティアコーディ
ネーション』（2010）は方法論として優れたテキストであるだけでなく、＜贈与のパラド
ックス＞回避のための基準としての社会の民主化要件を遵守することの重要性を確認でき
る言説としても優れている。大阪ボランティア協会は、仁平が詳細にレポートしているよ
うに、＜贈与のパラドックス＞処理の結果としての自己効用論的ボランティアが社会の趨
勢になっても、その活動のどこかで＜政治＞を回避しない途を探ってきた組織である 16。
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そのことを考えると、大阪ボランティア協会の関係者が構築したボランティアコーディネ
ーションという方法論の中に規範論、運動論が潜んでいても不思議ではない。  
以上の議論から言えることは、＜政治＞の要素を含む国産のボランティアコーディネー
ション論は、ボランティアマネジメント論ほどには＜贈与のパラドックス＞処理の果ての
自己効用論的転回に加担しなかった、ということである。ボランティアコーディネーショ
ン論においては、むしろ積極的に＜贈与のパラドックス＞を引き受けることが推奨される
17。では、米国の理論を輸入した＜ボランティアマネジメント＞はどのように＜贈与のパ
ラドックス＞処理に貢献してしまったのだろうか。  
 
３－３．＜贈与のパラドックス＞解決に寄与した方法論としてのボランティアマネジメン
ト 18 
米国から輸入したボランティアマネジメント論は、基本的には経営学の知見を援用した
＜NPO マネジメント＞の中の人的資源論（Human Resource Management）として捉え
てよい。米国において、＜ボランティアマネジメント＞の体系化を主導してきたコナーズ
（Tracy Connors）によれば、ボランティアは民主的な社会に不可欠な人的資源である
（Connors2012:ⅹⅲ）19。コナーズによって編集された Volunteer Management Handbook
（Connors1995）によって、＜ボランティアマネジメント＞はマネジメント論として体系
化されたといえる 20。本書は 2012 年に全面改訂されたが、改訂版ではボランティアの思想
的価値を問う論考は姿を消し、＜ボランティアマネジメント＞という人的資源マネジメン
トの理論と方法（実務）を経営学的に論じる中身に変化している 21。  
以上の米国流ボランティアマネジメント理論においては無償で働く人的資源のボラン
ティアに何らかの報酬 22を提供して＜交換＞を成立させ、組織のミッションに寄与して効
果的に働いて（活動して）もらうことが目標として掲げられるが、このような＜ボランテ
ィアマネジメント＞は効率・効果をめざす経営学の人的資源論と非常に親和的である。  
つまり、米国ではボランティア活動における＜交換＞の予測が立つため、ボランティア
関係者は＜贈与のパラドックス＞処理に奔走することがない。ボランティア言説について
も、思想研究、哲学の領域からボランティアを思想的に研究する論考は存在するが、ボラ
ンティアの支援のあり方をめぐる論考や実務においては＜ボランティア同定問題＞はない
といってよい 23。むろん、＜贈与のパラドックス＞を感じながら活動に従事しているボラ
ンティアはいるだろうから、多少の留保は付けるとしても、米国ではボランティアをめぐ
る＜贈与のパラドックス＞は起こりにくい状況にある。対価の支払いが予定されている活
動においては、一方的な搾取は起こりえないからである。  
 また、米国においては、活動をする市民がその動機として対価を求める傾向にあること
が調査結果から導き出されている 24。つまり、活動をする側も最初から＜交換＞を予定し、
自分に効用があることを了解しているのである。得るものがあるのであれば、一方的な贈
与にはなりにくく、贈与するふりをして相手から何かを奪う、という＜贈与のパラドック
ス＞は成立しにくい、といえるのではないだろうか。  
加えて、仁平が示した＜贈与のパラドックス＞回避の基準としての＜社会の民主化二要
件＞は、米国においてはことさら問い直す案件ではない、という点にも着目すべきだろう。
まず民主化要件①について――すなわち国家に対する社会の自律が担保されているか、と
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いうことについては、もともとアメリカ人は敏感である。ボランティアや市民活動のアリ
ーナである市民社会がインディペンデントセクターと呼ばれることからもわかるように 25、
ボランティアの自律性の担保については常時問い直しがなされている。  
次に民主化要件②について、すなわち国家による社会権が保障されているかどうかとい
う点については、米国では行政サービスの少なからぬ部分を市民が担っている状況がある
26。すなわち NPO やボランティアが公共サービスを代替することは、米国においては「よ
くある話」であり、社会の了解事項になっている。また、社会保障の根幹としての医療保
険についても、国家による保障の範囲は非常に狭く、基本的に米国では市場原理に委ねら
れているといってもよいが、国民自身による選択を好む米国民は、クリントン、オバマ両
政権が導入しようとした国民皆保険制度を好まなかった。つまり国家による社会権の保障
は争点とならない。一定の社会保障を国家が提供することは当然だとしても、自立・自律
を重んじる米国人は必要以上の国家の介入を嫌うのである。  
以上の議論から導出されることは、社会の民主化要件の基準を問う必要性が米国におい
ては低い、ということである。  
ここまでの議論をまとめておこう。以上、検討してきたように、米国のボランティア活
動においては日本のようなパラドックス状況は起こりにくい状況にある。そもそもアメリ
カ社会にはボランティアの存在が不可避であるとの合意がある。それに加え、これまでみ
てきたように、＜ボランティアマネジメント＞によって意図的に＜交換＞を成立させて対
価を支払うことによって非対称の関係が作られにくくなっている。つまり、米国では＜ボ
ランティアマネジメント＞が適切に用いられて自己効用的ボランティアが量産され、その
ボランティアは人的資源として経営学的に評価される、という図式が成り立つのである。  
 そのようなボランティアマネジメント論を日本に輸入してみると、＜贈与のパラドック
ス＞を抜けるために、関係者がめざした＜交換＞へと＜贈与＞を接近させるには非常に都
合がよいフォーマットであり、＜ボランティアマネジメント＞は、自己効用を求めるボラ
ンティアにも、パラドックスを処理の方法を追求したいにも受け入れられた。仁平の言葉
を借りれば、＜ボランティアマネジメン＞トは、「諸個人が活動に関わることで利得を得合
うタイプの＜交換＞が＜贈与のパラドックス＞の正しい解決策」（仁平 2011：358）にな
ることに寄与したといえる。米国の状況が物語るように、＜ボランティアマネジメント＞
は＜交換＞を成立させるのに非常に適合的である。＜ボランティアマネジメント＞では、
ボランティアの動機を非常に重視し、個々のボランティアの動機に基づいた対価を与える
ことを重視する。また、活動を通してボランティアにリコグニション 27を提供することに
も力を入れる。その結果、ボランティアは利得を得ることができ、結果として＜贈与のパ
ラドックス＞が回避される。  
 仁平の議論にあったように、このような自己効用的ボランティアは、＜社会＞＜政治＞
＜運動＞といったミクロの＜交換＞からは外れる要素を回避させる効果を持つ。というこ
とは、敷衍させれば＜ボランティアマネジメント＞は＜社会＞＜政治＞＜運動＞の視点を
脆弱化させてしまう危険性を持つということである。わかりやすく＜交換＞を成立させる
＜ボランティアマネジメント＞は魅惑的であるが、その適用には慎重でなければならない。
これが米国流ボランティアマネジメントを輸入してきたわれわれが仁平の議論から得るべ
き含意である。  
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以上の議論から得られる含意をまとめておこう。＜ボランティアマネジメント＞を行う
ことは、ボランティア活動の質を高めるから必要なことだと了解されている（妻鹿 1999）。
しかしそれは仁平の議論を参照すれば＜贈与＞を＜交換＞にシフトするための上首尾な方
法だともとらえることができる。だとすれば、ボランティアを上首尾にマネジメントする
ことは、＜贈与のパラドックス＞回避のための知恵であり技術であったが、＜ボランティ
アマネジメント＞によって＜贈与のパラドックス＞を回避して＜交換＞に近付けた結果、
自己効用的な位置価を得たボランティアは、皮肉にもプレーヤーとしての地位を失ったと
の解釈が可能である。＜政治＞の回避がボランティアを退場させたというのが仁平の見立
てであるが、技術や方法論の進化もそれに加担した、と言えるのではないだろうか。  
 
４．考察――仁平のボランティア論からの含意―― 
精緻な議論を重ね、論理の齟齬が起きないようにさまざまな伏線を張り巡らせて、仮説
を証明してきた本書から、われわれはどのような含意を得ることができるのだろうか。そ
こには論理の矛盾や抜け穴は全くないのだろうか。  
＜贈与のパラドックス＞と＜社会の民主化要件＞という枠組みを用いて＜ボランティ
ア＞という市民社会のプレーヤーがパラドックス処理の果ての＜交換＞への接近により、
主役の座を降り、代わって NPO が参加型市民社会の主役の地位を得るようになった、と
いうボランティアをめぐる言説分析の歴史を描き出した仁平のボランティア論の結論は、
拍子抜けするほどシンプルである。それは、＜政治＞＜運動＞を忌避せずに＜贈与のパラ
ドックス＞を処理せよ、あるいは動員モデル論者の批判にひるむことなく、あえて＜贈与
のパラドックス＞を引き受けよ、という態度をわれわれに要請するものである。われわれ
がこのような結論から得ることのできる含意は、動員モデル論者からの批判をかわすため
に＜政治＞や＜運動＞を志向することが求められるのではなく＜贈与のパラドックス＞を
脱政治で処理してきたことが＜ボランティア＞の終わりにつながったのだから、＜政治＞
＜運動＞を見失ってはいけない、という、これもまた至極まっとうな、シンプルなもので
ある。＜贈与のパラドックス＞の気持ち悪さを解明したかった仁平にとっては、その気持
ち悪さの構図を明らかにし、分析したことで、この研究の初期の目的は達成したと言える
だろう。  
しかし、仁平は終章において、あるべき態度をわれわれに要請し、われわれを混乱に陥
れる。ボランティアの実態／実体を踏まえていかにあるべきかの態度を要請することは仁
平の研究にとっては射程外の領域のはずであり、それまでの議論において、抑えた論調で、
外側からの視線で、メタ的にボランティア言説を分析してきたはずの著者からの、最後の
メッセージにわれわれは戸惑うのである。だが、あえてそこに踏み込んだのは仁平自身が
実践者としての顔を持つからだと思われる。しかしそこに本書の陥穽があるとはいえない
だろうか。  
仁平が要請する態度とは、動員の問題に踏み込み、動員論者たちの批判をかわす、すな
わちネオリベラリズムに回収されないパラドックス処理の具体的な提案として提示される。
例えば参加所得のしくみを採用することや、ボランティアが権利の限界領域を支える活動
を通して非権利領域を権利領域に移行させていくことにつとめ、そのことによって援助者
と被援助者の関係を、時間をかけて非対象から対称に変えていくことがその提案である。
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終章における、この極めて具体的な提案は、そうせざるを得なかったのだろうが、精緻な
議論の積み重ねからの一種の飛躍であり、上でも述べたように、唐突な印象を受ける。わ
れわれに＜贈与＞と＜政治＞の接続（仁平 2011:437）を要請するのであれば、具体的な態
度の要請だけでなく、その＜政治＞や＜運動＞がどのようなものであるべきなのかを示す
べきではないだろうか。  
ボランティアにコミットする人の態度の踏み込むこと、すなわちボランティアの実態／
実体を射程に入れることを求めるのであれば、地域社会における市民の支えあいのあり方
の検討が喫緊の課題となっている今日、参加型の市民社会が依拠する規範や思想を考える
ことは不可避であろう。そしてその依拠する規範がネオリベラリズムでないことはこれま
での議論から明らかになっている。  
では、何であればよいのか。その検討は、仁平のとった知識社会学のアプローチの射程
を超えることなのかもしれない。そこで、本稿のまとめを兼ねて、筆者なりの考えを提示
すると共に今後の研究の方向性を示しておきたい。  
徹底的にボランティアの「ある論」を論じてきたこの仁平の論考を引き継ぐ議論は、公
共哲学の枠組みで行なうことが妥当だとは言えないだろうか。ボランティア（的なもの）
の「べき論」（規範論）、「できる論」（政策論）を実践科学と寄り添うものとして議論し、
構築していく、という公共哲学のアプローチ（山脇 2008:78-81）28は、ますます経営合理
的な論理に支配されようとしている（参加型）市民社会のあり方を再考していくにあたっ
て、ベーシックであるにもかかわらず、これまで採用されていない方法である。ボランテ
ィア的なものは、今後、有償の労働も含めた「働き手」として社会に再配置することが避
けられないだろう（仁平 2012）。ではその再配置はいかなる規範のもとに、いかなる基準
でなされるべきなのか。そして、そのような「働き手」の支援の方法論はいかにあるべき
か。このことの議論はまだ十分に行われているとは言えない。仁平のいう＜政治＞＜運動
＞＜社会＞を忌避しないことの重要性を踏まえつつ、仁平が「交換の輪を閉じない」とし
て終えた論考を、公共哲学というオルタナティブな枠組みで継続させていくことは、規範
論か方法論のどちらかに偏りがちな（参加型）市民社会やボランティアをめぐる議論の質
を高めるために、とり得るアプローチの１つであると思われる。  
 
                                                   
脚注 
1厳密に議論をしようとするのであればボランティアとは何かを同定することから始めなければならな
いことがボランティア論の面倒くささである。仁平も指摘するようにボランティアの議論の少なからぬ
量がその同定問題に費やされてきたといってもよい。その行為をボランティアというのかどうか、とい
う議論である。その一方で、何の規定もせぬままの乱暴な議論も散見され、残念ながらこれまでのボラ
ンティアをめぐる議論の質は高かったとはいえない。本稿では、仁平がボランティアにかんする「語り」
のメタ分析という手法をとり、語られているボランティアを全て対象として議論していることにならい、
周辺的な活動まで含めた「ボランティア的なもの」をボランティアととらえて議論することにする。  
2以下、本稿において「本書」と記すときはこの『ボランティアの誕生と終焉』を指すものとする。ただ
し、本書の議論に連なる、あるいは本書に吸収された別の論考も議論の対象としている (仁平 2005、仁
平 2003 など )。  
3本書は社会福祉分野における優れた学術文献を顕彰する「損保ジャパン記念財団賞（第 13 回）」を 2011
年に受賞している。  
4＜政治＞を回避しないとは、自己効用論的なボランティア活動に甘んじず、社会批判の視線を持ち続け
ることである。当事者運動に寄り添う活動は当事者との緊張感にさらされるため、＜政治＞の要素を失
わなかったと仁平は分析している (仁平 2011:419,430)。  
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5仁平は政治的なものとの親和的であることの重要性を本書のさまざまな箇所で繰り返し説いている。  
6 仁平が取り上げ参加型市民社会論は、1990 年代に世界中で空前の市民社会論ブームを引き起こした
「新トクヴィル派」（つまりトクヴィルに依拠した市民社会論のこと）の論じる、アソシエーションへ
の参加が国家、市場を超える領域を開く、とするものである（仁平 2011:1）。  
7 代表的な論者は中野敏男と渋谷望である。もてはやされる参加型市民社会のもつ危険性を指摘し、
グローバリゼーションとネオリベラリズムという新たな権力による統治が巧妙に行われていることに
われわれはもっと敏感であるべきだとの議論を展開し、市民活動関係者に大きなインパクトを与えた
（中野 2001、渋谷 1999,2003）。  
8＜贈与＞は本書のキーとなる概念であるが、仁平は＜贈与＞であるかないか、という贈与の判断には踏
み込まない。つまり＜贈与＞を非実体的に捉え、したがってポランニーの行った区別の議論とは距離を
置き、デリダの贈与の議論を言説を分析するための意味論上の区別に用いて、＜贈与＞は＜純粋贈与＞
にも＜交換＞にもなることができないまま、＜純粋贈与＞と＜交換＞の間の領域にとどまり続ける不安
定な存在だと分析する（仁平 2011:28）。  
9後述するが、このような側面から＜贈与＞を＜交換＞へと接近させることは、脱政治的な基準による＜
交換＞の志向である。  
10＜社会の民主化要件＞とは、＜贈与のパラドックス＞の解決が施行されているかどうかを問うための
基準として仁平が用意した枠組みであり①国家に対する社会の自律②国家による社会権の保障（憲法 25
条の保障）という、相反する 2 つの要件が提示されている。詳細は２－２において議論される。  
1190 年代のボランティア振興策のポリシーを形作っていた栃本は仁平曰くの「思想財」としての互酬性
のロジックを巧みに作り上げ、多くのボランティア論者の支持を獲得し（例えば阿部 1994）、ボランテ
ィアの汎用可能性を上昇させた（栃本 1993）。  
12仁平によれば、協働やパートナシップというキーワードで語られる 3 つのセクターの区別が融解した
領域のこと。すべてのセクターが公益に向けて努力し、そこに敵対性のラインがなく、市民社会の主役
は NPO になる（仁平 2011:392-396）。  
13たとえば、新しいボランティア論を提示したとしてその著書『ボランティア～もうひとつの情報社会』
がベストセラーとなった金子郁容のボランティア論は、小さな政府に与する議論だとして、仁平は金子
をネオリベラリストのリストに加える (仁平 2011:388)。  
14広大な米国では中間支援組織が発達しておらず、ボランティアサポートは活動の場において行われる
ことが一般的であり、組織内でいかにボランティアをマネジメントするか、というマネジメント論が発
達した。方法論の理論や技術を提示する文献も、アカデミックなレベルなもの、現場向けのもの、どち
らも＜ボランティアマネジメント＞という概念のもとに議論が展開されている。  
15米国の病院ボランティアとそのコーディネートの知見を取り入れたボランティアコーディネーター養
成講座が 1976 年 6 月に初めて開催され、以降継続して養成講座が開かれており、現在に至っている（大
阪ボランティア協会 1988：123-124）。  
16仁平は、大阪ボランティア協会の論者の多くが、自己効用論が流通するようになっても、ミクロな自
己効用にボランティアを回収する議論に与しなかったことを評価するが、それは協会が当事者運動との
緊張感を保っていたために可能だったと分析している（仁平 2011：312）。  
17筒井は、対等な関係を作り出すはたらきがボランティアコーディネーションにはある、ということを
重視しながらも、その際異なる意見、異なる取り組みがあることを認識し、違うからおもしろいと思え
る視点を持つことが前提であると述べており、単純な＜交換＞に与しないコーディネーション機能を説
明している（筒井 2009:76-77）。  
18米国のボランティア活動の特性とボランティアマネジメントとの関連性、米国のボランティア言説に
ついての以下の議論はまだ仮説の域を出ないものである。今後ボランティアマネジメント論、米国にお
けるボランティアの思想言説の検討を重ね、機会を改めて精緻に議論したい  
19コナーズは、Volunteer Resource Management(VRM)という表現を用いており、ボランティアを人的
資源と捉えていること考えられる。このことからも、 ”Volunteer Management Handbook”が経営学的
な見地から編纂されたものであることが了解されよう。またコナーズは  Nonprofit Management 
Handbook(Connors1996)の編集も手がけているが、この本においてはさらに明確にボランティアマネジ
メントが非営利組織のマネジメントの一要素であるとの位置づけがなされている。  
20ボランティアマネジメントという実践技法の社会的認知の拡大に貢献したのは 1986 年に初版が出版
された Ellis(1986=1996)の ”From the Top Down”であるが、本書はボランティアをマネジメントするこ
とは、ファンドレイジングと同じくらいの専門性が必要であり、そのための人材の配置が不可欠である
ことを提言した論考として特筆すべきであるが、一組織におけるボランティアマネジメントのあり方の
方法論の域にとどまっている点、マネジメントの射程に（コナーズの ”Volunteer Management 
Handbook”と比較すると）広がりがない点等を考慮すると、 ”Volunteer Management Handbook”が学
術的にも意味を持つ、体系化されたボランティアマネジメント論の文献だと考えてよいだろう。  
21エツィオーニのコミュニタリアニズムの議論を紹介し、コミュニティにおけるボランティア活動の思
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想を論じたヴァン・ティル（Van Til, Jon.）の論考が姿を消していることがその象徴である。  
22何らかの報酬とは、大別すると個々のボランティアの動機を充たすためのもの、例えば生きがいや達
成感や満足感と、活動への謝意や賞賛というリコグニションである。ボランティアは貨幣的な報酬では
なく、こういった見えない報酬を得ることで＜交換＞を成立させるのである。  
23例えば上で述べた Connors や Ellis のボランティアマネジメント論にはベーシックな＜ボランティア
とは何か＞についての議論はない。しかしながら、日本ボランティアコーディネーター協会が実施する
ボランティアコーディネーション力検定のテキストである『市民社会の創造とボランティアコーディネ
ーション』の 3 分の 1 は「ボランティアの理解」のための内容となっている。このことが象徴的に物語
るように、日本においてはボランティアの支援をめぐる理論や方法論の検討の議論においても＜ボラン
ティアとは何か＞、すなわち仁平が言うところの＜ボランティア同定問題＞を避けることはできない。 
24米国の心理学者クラリー (Clary, E.G)らは、ボランティアの動機づけを調査し、動機を 6 つに分類した
が、そのうち利他的な動機は 2 つ、利己的な動機が４つであり、利己的な動機が支配的であることを明
らかにした (Clary,G., Snyder,M.,&Ridge,R 1992, Clary,G., Snyder,M.,& Stukas,A.1996)。  
25米国における NPO 研究の第一人者の一人である Hoddikinson は米国の市民セクターの調査結果の報
告書において independent sector を  voluntary sector, third sector, あるいは nonprofit sector と同義
のものとして示している。この他にも independent sector を市民セクターと同義に用いている論者は
少なくない (Hoddkinson&Weitzman1986)。  
26いわゆる在宅福祉サービスの担い手、例えば配食サービスの調理、配送を担当するのが行政から委託
を受けた NPO が採用したボランティアであることは比較的理解しやすいが、それだけでなく、市民課
のような行政の窓口業務を担ったり、救急車の運転をしたりするのもその地域に住む市民ボランティア
であることは、日本の感覚からすれば行政による社会権の保障の後退と映るが、自分たちの住むコミュ
ニティが必要とする業務を市民が担うことは米国では特別なことではない。  
27 ボランティアに提供する賞賛や承認のこと。活動の継続には欠かせないとされる。この概念もボラ
ンティアマネジメントと共に輸入された。  
28日本における公共哲学研究の第一人者の一人である山脇は、「ポスト専門化」時代の公共哲学方法論を
示唆し、現状分析としての「ある論」、規範理論としての「べき論」、「できる論」としての政策論を統
合するような学際的なヴィジョンを「理想的現実主義」あるいは「現実的理想主義」を援用して示して
いくことが必要だと論じている。特に「できる論」としての社会政策・公共政策論を規範主義に陥らな
い形で企図すること、しかしながら「べき論」抜きにはしないこと、の重要性が指摘されているが、公
共を形作る市民活動やボランティア活動のあり方をこのような公共哲学的方法論で検討していくこと
は、仁平の議論を発展させるためにも求められる。  
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